
 

（３） 担当職員の詳細（表５） 

 担当職員の正規職員・正規職員以外の状況は、正規職員が３，６３０人（８０．１％）、

正規職員以外が９０４人（１９．９％）となっている。 

 また専任・兼任の状況は、専任が１，７００人（３７．５％）、他の業務と兼任が２，

８３４人（６２．５％）となっている。 

 

 

表５　要保護児童対策調整機関の担当職員 （平成２０年４月１日現在）

市・区（30
万以上）

市・区（10
万～30万未

満）

市・区（10
万未満）

町 村

59      187     478     656     137     15      1,532   1,193  

数 293     747     1,334   1,510   275     375     4,534   3,047  

％ 100.0%  100.0%  100.0%  100.0%  100.0%  100.0%  100.0%  100.0% 

数 217     497     905     1,448   259     304     3,630   2,392  

％ 74.1%   66.5%   67.8%   95.9%   94.2%   81.1%   80.1%   78.5%  

数 76      250     429     62      16      71      904     655    

％ 25.9%   33.5%   32.2%   4.1%    5.8%    18.9%   19.9%   21.5%  

数 199     447     541     214     18      281     1,700   937    

％ 67.9%   59.8%   40.6%   14.2%   6.5%    74.9%   37.5%   30.8%  

数 94      300     793     1,296   257     94      2,834   2,110  

％ 32.1%   40.2%   59.4%   85.8%   93.5%   25.1%   62.5%   69.2%  

専任・兼任の状況

専任

兼任

正規職員・正規職員
以外の状況

正規職員

正規職員
以外

合計

地域協議会設置数
(平成20年4月1日)

担当職員数

都道府県
政令指定都
市・児童相
談所設置市

（参考）
平成19年

４月
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